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(57) Abstract: The invention contains: light sources (z0, 22) that shine light of different wavelengths, said light being for generanng
a photoinduced carrier in a semiconductor substrate (S); a microwave generation section (10) that generates a microwave that irradi
ates the semiconductor substrate (S); and a detection section (30) that detects the intensity of the microwave that has passed through
the semiconductor substrate. Said invention also contains a computation section (50) that: computes an effective carrier lifetime for
each light wavelength on the basis of the microwave intensity detected when at least the aforementioned two types of light are shone;
and on the basis of the computed effective carrier lifetime for each wavelength, computes a bulk carrier lifetime for the semiconduct -
or substrate (S) and computes a surface recombination velocity.
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半導体基体 S に対 して光誘起 キ ヤ リャ を発生 させ るための波長の異 な る光 を照射す る光源 2 0 、 2 2
と、半導体基体 S に照射 す るマイ ク ロ波 を発生す るマイク ロ波発 生部 1 0 と、半導体基体 を透過 したマ
イク 口波の強度 を検 出す る検 出部 3 0 と、前記 少 な くとも 2 種 類の光 を照射 した ときに検 出 され たマイ
ク ロ波強度 に基 づ き光の波長毎の実効キ ヤ リャ ライ フタイム を算 出 し、算 出 した波長毎の実効 キ ヤ リャ
ライ フタイム に基 づ き半導体基体 S のバル クキ ヤ リャ ライ フタイム と表面再結合速度 とを算 出す る演算
部 5 0 とを含む。



明 細 書

発明の名称 ：

光誘起キャ リャライフタイム測定装置及び光誘起キャ リャライフタイム測

定方法

技術分野

[0001 ] 本発明は、光誘起キヤ リャライフタイム測定装置及び光誘起キヤ リャライ

フタイム測定方法に関する。

背景技術

[0002] 半導体基体に発生 した光誘起キヤ リャ （少数キヤ リャ）の実効キヤ リャラ

ィフタイムを測定する方法 と して、 C D 法が知 られている （例えば、 J

. M. Bor rego, R. . Gutmann, N. Jensen, and 0 . Paz : So Li d-Sate E lect ron. 30(

1987) 195. (非特許文献 1 ) 参照）。 この方法では、マイクロ波を半導体基体

に照射 した状態で、極めて短時間の光パルスを照射する。光パルスによって

誘起されたキヤ リャによってマイクロ波が反射され、反射強度の時間変化を

測定することにより光誘起キャ リャの実効キヤ リャライフタイムを測定する

[0003] また、半導体基体の光誘起キヤ リャの実効キヤ リャライフタイムを測定す

る方法 と して、 Q S S P C 法が知 られている （例えば、 G. S. Kous i k , Z. G. L i n

g , and P. K. Ajmera: J . App L. Phys. 72(1 992) 141 . (非特許文献 2 ) 参照）。 こ

の方法では、インダクタンスコイルを半導体基体に直面 して配置 し、 R F 周

波数の電磁波を印加する。そ して、半導体基体に極めて短時間の光パルスを

照射する。光パルスによって誘起されたキヤ リャによって R F 周波数の電磁

波が反射され、反射波の時間変化をコイルに流れる電流の変化 と して測定す

ることにより光誘起キヤ リャの実効キヤ リャライフタイムを測定する。

[0004] また、半導体基体の光誘起キヤ リャの実効キヤ リャライフタイムを測定す

る方法 と して、マイクロ波光干渉吸収法が知 られている （例えば、 T. SAMESHI

MA, H. HAYASAKA, and T. HABA: Jpn. J . App L. Phys. 48 (2009)021 204-1 -6. (非



特許文献 3 ) 参照）。 この方法では、導波管で形成 したマイクロ波干渉計に

半導体基体を挿入 し、マイクロ波を照射 した状態で連続光を照射する。連続

光によって誘起されたキヤ リャによってマイクロ波が吸収 され、 このときの

マイク口波の透過率の減少を測定することにより光誘起キヤ リャの実効キヤ

リャライフタイムを測定する。

[0005] さらに、非特許文献 3 に記載の方法において、半導体基体に周期的間歇的

パルス光を照射する方法が知 られている （例えば、 Tosh i yuk i Samesh ima. To

mokazu Nagao, Sh i nya Yosh i dom i , Kazuya Kogure, and Masah i ko Hasum i ：

" M i nor i t y Car r i e r L i fet i me Measurements by Photo-Induced Car r i e r Mi c

rowave Absorpt i on Method" , Jpn. J . App L. Phys. 50(201 1)03CA02. (非特許文

献 4 ) 、国際公開第 1 1 / 0 9 9 9 1 号パ ンフ レツ 卜 （特許文献 1 ) 参照

) 。 この方法では、パルス光の照射時間と周期 を変えることにより、照射光

強度 に関係な く実効キヤ リャライフタイムを求めることができる。

発明の概要

発明が解決 しょうとする課題

[0006] 上記の様 々な技術 によって、半導体基体の光誘起キヤ リャの実効キヤ リャ

ライフタイムを測定することが可能になつた。光誘起キャ リャの実効キヤ リ

ャライフタイムは、一般 に半導体基体固有のライフタイム （バル クキヤ リャ

ライフタイム） と半導体表面に存在する欠陥により生 じる表面再結合速度 に

よって決 まる。 ソ一ラ一セル、 C C D 等の光誘起キヤ リャを有効 に利用する

デバイス製造においては、バル クキヤ リャライフタイムを大 きくするととも

に表面再結合速度 を小さ くして実効キヤ リャライフタイムを増大せ しめるこ

とが重要である。そ して、実効キヤ リャライフタイムの測定装置 （解析装置

) において、バル クキヤ リャライフタイム及び表面再結合速度が実験的に得

られることが望 ま しい。

[0007] しか しなが ら、従来の技術では、実効キヤ リャライフタイムを精密に求め

ることはできるものの、バル クキヤ リャライフタイム及び表面再結合速度 を

決定する手段がなかった。すなわち、従来の技術では、バル クキヤ リャライ



フタイ厶及び表面再結合速度のいずれか一方を仮定 して他方を求める手法が

一般的であった。 シ リコ ン等間接エネルギーバ ン ド型結晶半導体の場合、バ

ル クキヤ リャライフタイムは大 きいと予想 されるので、通常はバル クキヤ リ

ャライフタイムを十分に大 きいと仮定 し、測定で得た実効キヤ リャライフタ

ィ厶か ら表面再結合測定を求めていた。 しか しなが ら、仮定 したバル クキヤ

リャライ フタイ厶 の不確定度は残 り、精密な解析 を行 う上で問題点があつた

[0008] 本発明は、以上のような課題 に鑑みてなされたものであ り、その目的とす

るところは、半導体基体のバル クキヤ リャライフタイム及び表面再結合速度

を精度良 く測定することが可能な光誘起キ ヤ リャライ フタイ厶測定装置及び

光誘起キャ リャライフタイ厶測定方法を提供することにある。

課題を解決するための手段

[0009] ( 1 ) 本発明は、半導体基体に発生 した光誘起キヤ リャの実効キヤ リャラ

ィフタイムを測定する光誘起キャ リャライフタイ厶測定装置において、

前記半導体基体に対 して、光誘起キヤ リャを発生させるための波長の異な

る少な くとも 2 種類の光を照射する光照射部 と、

前記半導体基体に照射するマイクロ波を発生するマイク口波発生部 と、

前記半導体基体を透過 したマイクロ波の強度 を検出する検出部 と、

前記検出部で検出されたマイクロ波強度 に基づき実効 キ ヤ リャライ フタイ

厶を算出する演算部 とを含み、

前記演算部が、

前記少な くとも 2 種類の光を照射 したときに検出されたマイクロ波強度 に

基づいて、前記少な くとも 2 種類の光の波長毎の実効キヤ リャライフタイム

を算出 し、算出 した前記波長毎の実効 キ ヤ リャライ フタイム に基づき前記半

導体基体のバル クキヤ リャライフタイムと表面再結合速度 とを算出すること

を特徴 とする。

[001 0] また本発明は、半導体基体に発生 した光誘起キヤ リャの実効キヤ リャライ

フタイムを測定する光誘起キヤ リャライフタイム測定方法において、



前記半導体基体に対 して、光誘起キヤリャを発生させるための波長の異な

る少なくとも 2 種類の光を照射するとともに、前記半導体基体にマイクロ波

を照射 し、

前記半導体基体を透過 したマイク口波の強度を検出 し、

前記少なくとも 2 種類の光を照射 したときに検出されたマイクロ波強度に

基づいて、前記少なくとも 2 種類の光の波長毎の実効キヤリャライフタイム

を算出 し、算出 した前記波長毎の実効キヤリャライフタイムに基づき前記半

導体基体のバルクキヤリャライフタイムと表面再結合速度とを算出すること

を特徴とする。

[001 1] 本発明によれば、波長の異なる少なくとも 2 種類の光を照射 したときに検

出されたマイクロ波強度に基づき少なくとも 2 種類の光の波長毎の実効キヤ

リャライフタイムを算出 し、算出 した前記波長毎の実効キヤリャライフタイ

厶に基づき前記半導体基体のバルクキヤリャライフタイムと表面再結合速度

とを算出することで、バルクキヤリャライフタイム及び表面再結合速度を精

度良く測定することができる。

[001 2] ( 2 ) また本発明に係る誘起キヤリャライフタイム測定装置及び誘起キヤ

リャライフタイ厶測定方法では、

ノくルクキヤリャライフタイム及び表面再結合速度をパラメータとして求め

られる前記波長毎の実効キヤリャライフタイムの計算値と、検出されたマイ

クロ波強度に基づき算出 した前記波長毎の実効キヤリャライフタイムの測定

値とを、前記パラメータの値を変化させながら比較 し、前記波長毎の実効キ

ャリャライフタイ厶の計算値が前記波長毎の実効キヤリャライフタイ厶の測

定値に最も合致するときの前記バルクキヤリャライフタイム及び表面再結合

速度の値を求めてもよい。

[001 3] このようにすると、半導体基体のバルクキヤリャライフタイム及び表面再

結合速度の両方を、一方を仮定することなく測定することができる。

[0014] ( 3 ) また本発明に係る誘起キヤリャライフタイム測定装置及び誘起キヤ

リャライフタイ厶測定方法では、



バルクキヤリャライフタイムの深さ分布及び表面再結合速度をパラメータ

として求め られる前記波長毎の実効キ ヤ リャライ フタイムの計算値 と、検出

されたマイク口波強度に基づき算出 した前記波長毎の実効キヤリャライフタ

ィ厶の測定値 とを、前記パラメータの値を変化させながら比較 し、前記波長

毎の実効キヤリャライフタイムの計算値が前記波長毎の実効キヤリャライフ

タイムの測定値に最も合致するときの前記バルクキヤリャライフタイムの深

さ分布及び表面再結合速度の値を求めてもよい。

[001 5] このようにすると、半導体基体のバルクキヤリャライフタイムの深さ分布

及び表面再結合速度の両方を、一方を仮定することな く測定することができ

る。

[001 6] ( 4 ) また本発明に係る誘起キヤリャライフタイム測定装置及び誘起キヤ

リャライフタイ厶測定方法では、

半導体基体の表面にパ ッシベ ーシヨン膜が形成された参照試料に対 して周

期的なパル ス光を照射 したときに検出されたマイクロ波強度に基づき求めた

前記参照試料の実効キヤリャライフタイムと、前記参照試料に対 して連続光

を照射 したときに検出されたマイク口波強度に基づき求めた前記参照試料の

キヤリャ面密度 とに基づいて、キヤリャ発生率を求め、被測定試料である半

導体基体に対 して連続光を照射 したときに検出されたマイクロ波強度に基づ

き求めた前記被測定試料のキ ヤ リャ面密度 と、前記キ ヤ リャ発生率 とに基づ

いて、前記実効キ ヤ リャライ フタイムの測定値を算出 してもよい。

[001 7 ] このようにすると、実効キヤリャライフタイムの測定値を精度よく求める

ことができる。

[001 8 ] ( 5 ) また本発明に係る誘起キヤリャライフタイム測定装置及び誘起キヤ

リャライフタイ厶測定方法では、

前記少な くとも 2 種類の異なる光は、前記半導体基体に対する吸収係数の

異なる 2 種類の光でもよい。

[001 9] ( 6 ) また本発明に係る誘起キヤリャライフタイム測定装置及び誘起キヤ

リャライフタイ厶測定方法では、



前記少なくとも 2 種類の異なる光は、前記半導体基体に対する吸収係数が

少なくとも 2 倍以上異なる 2 種類の光でもよい。

図面の簡単な説明

[0020] [ 図1] 図 1 は、本実施形態の測定装置 （光誘起キヤリャライフタイム測定装置

) の構成の一例を示す図である。

[図2] 図 2 は、結晶シリコンの光吸収係数の波長による変化を示す図である。

[図3] 図 3 は、本実施形態の計測装置によって測定した半導体基体について説

明するための図である。

[図4] 図 4 は、本実施形態の計測装置による実効キヤリャライフタイ厶の測定

結果を示す図である。

[図5A] 図 5 A は、本実施形態の計測装置によるキヤリャ体積濃度の測定結果

を示す図である。

[図5B] 図 5 B は、本実施形態の計測装置によるキヤリャ体積濃度の測定結果

を示す図である。

発明を実施するための形態
[0021 ] 以下、本実施形態について説明する。なお、以下に説明する本実施形態は

、特許請求の範囲に記載された本発明の内容を不当に限定するものではない

。また本実施形態で説明される構成の全てが、本発明の必須構成要件である

とは限らない。

[0022] . 測定原理

本実施形態の測定方法及び測定装置では、被測定試料である半導体基体に

対 して吸収係数の異なる少なくとも 2 種類の光を照射する。

[0023] 例えば、半導体基体に対 して大きな吸収係数を持つ短波長の光を照射 した

とき、光は半導体基体の極表面領域で吸収される。半導体基体の表面再結合

速度が大きいとき、半導体基体の表面領域で発生した光誘起キヤリャは速や

かに再結合 して消滅するため、基体内に存在するキヤリャの濃度は小さくな

る。よって、半導体基体にマイクロ波を照射 したときのマイクロ波の吸収度

は小さく （透過率は大きく）なり、実効キヤリャライフタイムは小さくなる



[0024] 一方、半導体基体に対して小さな吸収係数を持つ長波長の光を照射したと

きには、光は半導体基体の中奥深くに進入する。そのため、表面再結合速度

の影響が小さくなり、半導体基体のバルクキヤリャライフタイ厶が十分大き

いときは、短波長光の照射時よりもキヤリャ濃度が大きくなり、実効キヤリ

ャライフタイムは大きくなる。

[0025] すなわち、実効キヤリャライフタイムが表面再結合速度により制限される

場合 （表面再結合速度が大きい場合）には、測定される実効キヤリャライフ

タイムは波長依存性を持ち、短波長の光を照射したときに検出されるマイク

口波透過率から測定した実効キヤリャライフタイムと、長波長の光を照射し

たときに検出されるマイクロ波透過率から測定した実効キヤリャライフタイ

厶とが異なる値となる。

[0026] なお、半導体基体の表面がパッシベ一シヨンされ、実効キヤリャライフタ

ィ厶がバルクキヤリャライフタイムにより制限される場合 （表面再結合速度

が十分に小さい場合）には、光誘起キヤリャは半導体基体中のいたる所で同

じ割合で消滅するため、測定される実効キヤリャライフタイムは波長依存性

を持たない。

[0027] このように、半導体基体に対して波長の異なる少なくとも2 種類の光を照

射したときの実効キヤリャライフタイムをそれぞれ測定し、測定した少なく

とも2 つの実効キヤリャライフタイムを解析することで、半導体基体の表面

再結合速度及びバルクキヤリャライフタイ厶の評価が可能となる。

[0028] 2 . 構成

図 1は、本実施形態の測定装置 （光誘起キヤリャライフタイム測定装置）

の構成の一例を示す図である。本実施形態の測定装置 1は、被測定試料であ

る半導体基体S の実効キヤリャライフタイムの測定と、測定した実効キヤリ

ャライフタイムを解析して半導体基体S のバルクキヤリャライフタイムと表

面再結合速度の測定を行う装置として構成されている。

[0029] 測定装置 1は、半導体基体S に入射させるマイクロ波を発生するマイクロ



波発 生部 1 0 と、 半導 体基体 S に光誘起 キ ヤ リャ を発 生 させ るため の光 （誘

起光 ） を照射 す る光源 2 0 、 2 2 (光 照 射部 ） と、 半導 体基体 S を透過 した

マ イ ク ロ波 の強度 を検 出す る検 出部 3 0 と、 マ イ ク ロ波発 生部 1 0 で発 生 し

たマ イ ク ロ波 を検 出部 3 0 へ伝搬 す る導 波管 4 0 と、 演算部 5 0 とを含 む。

[0030] 導 波管 4 0 には、 半導 体基体 S が揷 入 され る間隙 4 2 が設 け られ て い る。

また、導 波管 4 0 内部 の間隙 4 2 よ りもマ イ ク ロ波発 生部 1 0 側 には、 光源

2 0 、 2 2 か らの光 を半導 体基体 S に入射 す るため の反射板 2 4 が設 け られ

て い る。 光源 2 0 、 2 2 か らの光 は光 フ ァイバ 2 6 を通 り反射板 2 4 で拡散

反射 され て半導 体基体 S に入射 す る。 反射板 2 4 は、例 えばテ フ ロン （登録

商標 ）板 か らな る。 な お、 反射板 2 4 に代 えて導 光板 を設 ける ことで、 光源

2 0 、 2 2 か らの光 を半導 体基体 S に入射 す るよ うに構成 して もよい。

[0031 ] 光源 2 0 、 2 2 は、 それ ぞれ例 えば レーザ光源 か らな り、 互 い に波長 の異

な る光 （半導 体基体 S に対 す る吸収係数 の異 な る光 ） を発 生 す る。 光源 2 0

は、 半導 体基体 S に短波長 の光 （例 えば、 半導 体基体 S の表 面領 域 にキ ヤ リ

ャ を発 生 させ る光 ） を照射 す るため の光源 であ り、 光源 2 2 は、 半導 体基体

S に長波長 の光 （例 えば、 半導 体基体 S の 内部領 域 にキ ヤ リャ を発 生 させ る

光 ） を照射 す るため の光源 であ る。

[0032] 演算部 5 0 ( コ ン ピュー タ） は、検 出部 3 0 で検 出 され たマ イ ク ロ波 の強

度情報 に基 づ いて、 半導 体基体 S の光誘起 キ ヤ リャの実効 キ ヤ リャ ライ フタ

ィ厶 を算 出 し、 算 出 した実効 キ ヤ リャ ライ フタイム に基 づ き半導 体基体 S の

ノくル クキ ヤ リャ ライ フタイム と、表 面再結 合速度 とを算 出す る演算処理 を行

ラ。

[0033] 演算部 5 0 は、 光源 2 0 か らの短波長 の光 を半導 体基体 S に照射 した とき

に検 出 され たマ イ ク ロ波 の強度情報 か らマ イ ク ロ波 の透過率 の変化 を求め、

求め た透過率 の変化 に基 づ き、 光源 2 0 か らの光 を半導 体基体 S に照射 した

ときの （光源 2 0 か らの光 の波長 に対応 す る）実効 キ ヤ リャ ライ フタイム を

算 出す る。 また、 演算部 5 0 は、 光源 2 2 か らの長波長 の光 を半導 体基体 S

に照射 した ときに検 出 され たマ イ ク ロ波 の強度情報 か らマ イ ク ロ波 の透過率



の変化を求め、求めた透過率の変化に基づき、光源 2 2 からの光を半導体基

体 S に照射 したときの （光源 2 2 からの光の波長に対応する）実効キヤリャ

ライフタイムを算出する。

[0034] そ して、演算部 5 0 は、測定 した 2 つの実効キヤリャライフタイム てe f f (

光源 2 0 からの光を半導体基体 S に照射 したときの実効キヤリャライフタイ

厶の測定値と、光源 2 2 からの光を半導体基体 S に照射 したときの実効キヤ

リャライフタイムの測定値）に最も合致するバル クキヤ リャライフタイム て b

と、表面再結合速度 （誘起光が照射される面 （照射面）側の表面再結合速度

S t 。pと、照射面側と反対側の表面再結合速度 S r e a r ) を解析 して求める。

なお、バル クキヤ リャライフタイム て bと表面再結合速度 S t 。p、 S r e a rの解

析は、フォ トキヤリャの進入長を考慮 して行われる。

[0035] 以下、本実施形態の測定装置及び測定方法で採用するバルクキヤリャライ

フタイムてbと表面再結合速度 S t 。p、 S r e a rの解析法について説明する。

[0036] 半導体基体の表面に連続光を照射 したとき、表面 （照射面）からの深さ X

における定常的光誘起少数キヤリャ体積濃度 n ( x ) は、半導体基体中の少

数キヤリャの拡散係数をD とすると、次式の微分式に従う。

[0037] [数 1]

+ _ = 0 (1)
dx

[0038] ここで、G ( x ) は、深さ χ における単位面積当たりの少数キヤリャの発

生率である。G ( X ) は、半導体基体の光吸収係数 に依存 し、光吸収係数

は光波長に依存する。図 2 に、結晶シ リコン （半導体基体の一例）の光吸

収係数の光波長による変化を例示する。図 2 に示すように、結晶シ リコンは

紫外線に対 しては非常に大きな吸収係数を示す。よって、紫外線は結晶シリ

コンの極表面で吸収される。これに対 して、バン ドギャップに近い赤外線に

対 しては吸収係数が小さくなる。よって、赤外線は結晶シ リコン半導体中の

奥深 くに進入する。

[0039] 単位面積当たりの強度10の光を半導体基体表面に照射 したときの深さ X に



おける単位体積当たりの光強度 J ( X ) は、光吸収係数 を用いて、次式の

ように表すことができる。

[0040] [ 数2]

J(x) = J ex - x ) (2)

[0041 ] ここで、 J 。は、 Ι 0 / であ り、半導体基体の表面における光体積強度であ

る。 G ( X ) は、 J ( X ) に比例 し、光強度が大きいほどG ( X ) は大きく

なり、多 くのキヤリャが発生する。 G ( X ) は、 J ( x ) と、波長に対応す

るフオ トンエネル ギー h ( h は プラ ンク定数、 レは光振動数）と、 キ ヤ リ

ャ生成内部量子効率 を用いて、次式のように表すことができる。

[0042] [ 数3]

[0043] 半導体基体の表面に存在する欠陥に起因する表面再結合速度 S t 。ρ、 S e a

r は、次式のように、半導体基体の表面における微分係数の境界条件として与

えられる。

[0044] [ 数4]

ハ レ。=ゝ (0) (4)

[0045] ここで、 d は、半導体基体の厚さである。

[0046] すなわち、式 （1 ) を、式 （4 ) 、式 （5 ) を境界条件として、波長に対

応 したG ( X ) を用いて解 くことにより、キヤリャ体積濃度 n ( x ) を求め

ることができる。

[0047] そ して、 n ( x ) を半導体基体の深さ方向に積分 したキヤリャ面密度 N (

単位 ：c m - 2 ) と、 G ( X ) を半導体基体の深さ方向に積分 した単位面積当

たりのキヤリャ発生率 H (単位 ：c m - 2 S - 1 ) は、次式で与えられる。

[0048]



[ 数 5]

[0049] そ して、 実効 キ ヤ リャ ライ フタイム が、 次 式 によ り求め られ る。

[0050] [ 数 6]

N = H x eff (8)

[0051 ] 例 えば、 式 （1 ) ~ ( 5 ) を有 限要素差 分法 で プ ログラム化 し、 て b 、 S t 。

p及び S r e a r をパ ラメー タ と して n ( x ) を求め、 求め た n ( x ) を積 分 して

Ν を求め る。 また、 G ( X ) を積 分 して Η を求め、 求め た Ν と Η を式 （8 )

に代 入 して実効 キ ヤ リャ ライ フタイム て e f f の計算値 を求め る。 な お、 半導 体

基体 の吸収係数 が大 きい波長帯 の光 を照射 した場合、 て e f f は、 次 式 で与 え ら

れ る。

[0052] [ 数 7]

[0053] 以上 の よ う に て b 、 S t 。p及び S r e a r をパ ラメ一 夕 と して計算 で求め られ る

て e f f の 計算値 （理論値 ） と、検 出 され たマ イ ク ロ波強度 か ら測 定 した て e f f

の測 定値 とを比較 す る ことによ り、 最 も確 か ら しい て b、 3 1 及び 3 を

求め る。 本実施形 態 で は、 互 い に異 な る波長 の複数種類 の光 の照射 を行 って

お り、 照射 す る光 （誘起光 ） の波長 によ りG ( X ) の値 が異 な るもの とな る

。 そのため、 誘起光 の波長 によ って て e f f の計算値 が異 な る ことにな る。従 つ

て、 照射 す る光 の波長毎 に計算 で求め られ る て e f f の計算値 と、 照射 す る光 の

波長毎 に測 定 した て e f f の測 定値 とを、 パ ラメー タで あ る て b 、 3 1 及び 3 「

e a r の値 を変化 させ なが ら比較 し、 て e f f の計算値 が て e f f の測 定値 に最 も合

致 す る ときの て b 、 S t 。p及び S r e a r の値 を求め る。



[0054] 例えば、図 1 の構成においては、光源 2 0 の光の波長に基づき計算される

てe f f の計算値と光源 2 0 からの光を照射 したときのてe f f の測定値とをパラ

メータの値を変化させながら比較 し、且つ、光源 2 2 の光の波長に基づき計

算 した てe f f の計算値と光源 2 からの光を照射 したときのてe f f の測定値と

をパラメータの値を変化させながら比較することで、最も確からしい て b、 S

t 。p及びS r e a r を求める。

[0055] なお、式 （1 ) の て bが、表面からの深さ X におけるバルクキヤリャライフ

タイム て b ( X ) となるときは、上記の有限要素法を発展 した数値解析により

バルクキヤリャタイムの深さ分布 （深さ X 毎のバルクキヤリャライフタイム

て b ) を求めることができる。この場合には、半導体基体の厚さd をM (Mは

正の整数）層に分割 して、それぞれの層の厚さd / M について、式 （1 ) の

微分式を差分式に変更する。そして、表面と裏面には式 （4 ) と式 （5 ) の

境界条件を設ける。具体的には、式 （5 ) の境界条件を満たす n ( d ) を仮

定 し、順次 n M (第M層のキヤ リャ体積濃度）、 n M _ 1 (第M — 1層のキ

ャリャ体積濃度）、 n 1 (第 1層のキヤリャ体積濃度）を、式 （1 )

の差分式を満たすように初期値を少 しずつ変えて計算する。そして、最終的

に式 （4 ) の境界条件を満たす値を数値解とする。

[0056] 次に、実効キヤ リャライフタイム てe f f の具体的な測定手法について説明す

る。式 （8 ) より、 てe f f の測定値は、キヤリャ面密度 N とキヤリャ発生率 H

が分かれば精度よく求めることができる。 しか しながら、 Hは、次式に示す

ように、入射光のフオ トンフラックス F、キヤリャ生成内部量子効率 、光

反射ロスRに依存する。

[0057] [数8]

H = F ( - R (10)

[0058] 更に、 は、半導体基体に依存 し、 Rは、屈折率、光吸収係数、膜厚、表

面形状に依存するため、 H を精度よく測定することは容易でない。そこで、

H を正確に求めるために、特許文献 1 に開示された周期的パルス法による てe

f f の測定法を応用 した。周期的パルス法では、連続光照射と同レベルの微弱



な光照射によるて e f f の測定が可能である。 しかしながら、周期的パルス法は

、 1 0 未満の非常に小さいてe f f の測定には不向きである。そこで、被測定

試料と類似の参照試料を用いた て e f f の測定手法を開発 した。

[0059] この手法では、被測定試料が結晶シリコンの場合は、シリコン単結晶を参

照試料として用いる。また、参照試料の表面には、表面のキヤリャ再結合欠

陥を低く抑えて大きな て e f f が得られるように、熱酸化膜等のパッシべ一ショ

ン膜を形成する。なお、被測定試料にも酸化膜が形成されている場合には、

参照試料の熱酸化膜を被測定試料の酸化膜と同じ膜厚にする。また、被測定

試料がベア半導体の場合は、反射率に影響のない薄膜酸化膜 （例えば、厚さ

が 1 O n mの熱酸化膜）を形成する。また、被測定試料の表面にテクスチャ

—等の凹凸がある場合には、参照試料にも同様のテクスチャ一を形成する。

[0060] まず、周期的パルス法によって参照試料のてe f f を求める。なお、一般にて

e f f は光強度に依存 して変化するので、周期的パルス法の平均光強度を後述す

る連続光の光強度と同じに設定しておく。次に、参照試料に連続光を照射 し

てマイクロ波吸収測定を行って参照試料のキヤリャ面密度 N を求める。そし

て、 N と て e f f の測定値を式 （8 ) に代入して、連続光照射におけるキヤリャ

発生率 H を求める。

[0061 ] 次に、被測定試料に連続光を照射 してマイク口波吸収測定を行って被測定

試料のキヤリャ面密度 N を求める。そして、被測定試料のキヤリャ面密度 N

とキヤリャ発生率 H の測定値を式 （8 ) に代入して、被測定試料の て e f f を求

める。この手法により、正確な H を用いて、精度良く被測定試料の て e f f を測

定することができる。

[0062] 3 . 測定結果

3 - . 第 1 の実施例

表面がパッシベ 一 シヨンされた半導体基体を第 1 の試料とし、第 1 の試料

に対 して加熱処理を施 したものを第 2 の試料として、本実施形態の測定装置

により各試料の実効キヤリャライフタイム、バルクキヤリャライフタイム及

び表面再結合速度の測定を行った。



[0063] 本測定では、図 3 に示すように、第 1 の試料として、 1 0 0 n m厚の熱酸

化膜で両面をコ一ティングした 5 0 O m厚の n 型シリコン基板を用いた。

また、図 3 に示す第 1 の試料に対 して、波長 9 4 0 n mのレーザ光を 5 X 1

0 4W/ c m 2の高強度で表面全面に照射する処理 （加熱処理）を行ったもの

を第 2 の試料として用いた。このようなレーザ照射を用いた加熱処理によつ

て実効キヤリャライフタイムが低下することは先行文献により明らかになつ

ている。

[0064] また、本測定では、マイクロ波発生部 1 0 として、 9 . 3 5 G H z のマイ

クロ波を発振する発振器を使用 した。また、短波長の光源 2 0 として波長 6

3 5 n mのレ一ザ光源を使用 し、長波長の光源 2 として波長 9 8 0 n mの

レーザ光源を使用 した。波長 6 3 5 n mの光は、シリコンに対する進入長が

2 . 7 m と小さく、シリコン基板の極表面領域で吸収され、波長 9 8 0 n

mの光は、シリコンに対する進入長は 9 0 m と大きく、シリコン基板の内

部領域まで侵入することが分かっている。

[0065] 図 4 は、第 1 の試料と第 2 の試料のそれぞれについて、波長 6 3 5 n mの

光を照射 したときの実効キヤリャライフタイムと、波長 9 8 0 n mの光を照

射 したときの実効キヤリャライフタイムを測定 した測定結果である。図中白

抜き点は、波長 9 8 0 n mの光を照射 したときの測定結果であり、図中黒塗

り点は波長 6 3 5 n mの光を照射 したときの測定結果である。

[0066] 図 4 に示すように、熱酸化膜コ一ティングが施された n 型シ リコン基板 （

第 1 の試料）については、実効キヤリャライフタイムが 2 m s と高く、 6 3

5 n m と9 8 0 n mの両波長で殆ど同 じライフタイム値となった。これに対

して、 レーザ照射による加熱処理が施された n 型シリコン基板 （第 2 の試料

) については、波長 6 3 5 n mの光照射時の実効キヤリャライフタイムが 5

s となり、波長 9 8 0 n mの光照射時の実効キヤリャライフタイムが 3 5

s となった。すなわち、 レーザ照射による加熱処理によって、実効キヤリ

ャライフタイムが小さくなり、且つ、短波長の光照射時に比べて長波長の光

照射時の実効キヤリャライフタイムが大きくなることが確認された。



[0067] 次に、上述 した解析法によって、第 1 の試料について測定 した 2 つの実効

キヤリャライフタイムの測定値と、 6 3 5 n m と9 8 0 n mの両波長でそれ

ぞれ計算される実効キヤリャライフタイムの計算値とを比較 し、 2 つの実効

キヤリャライフタイムの測定値に最も合致するバルクキヤリャライフタイム

て bと表面再結合速度 S t 。p、 S r e a r を求めた。その結果、バルクキヤリャラ

ィフタ イ ム て bは 2 O m s であり、第 1 の試料の表面再結合速度 S t 。p、 S e

a r はそれぞれ 1 2 . 3 c m / s であった。

[0068] 同様に、第 2 の試料について測定 した 2 つの実効キヤリャライフタイム値

に最も合致するバルクキヤリャラ イ フ タ イ ム て bと表面再結合速度 S t 。p、 S

e a r を、上述 した解析法により求めた。その結果、第 2 の試料の照射面の表面

再結合速度 S t 。pは 2 5 0 0 0 c m/ s となり、 レ一ザ照射による加熱処理に

よって照射面の表面再結合速度が大きくなることが分かった。

[0069] 図 5 A 、図 5 B に、第 2 の試料についての解析結果から得 られたキヤリャ

体積濃度 n ( x ) の深さx 分布を示す。図 5 A は、波長 6 3 5 n mの光照射

時の分布であり、図 5 B は、波長 9 8 0 n mの光照射時の分布である。

[0070] 図 5 A に示すように、波長 6 3 5 n mの光を照射する場合、シ リコ ン基板

の光吸収係数が大きく、キヤリャは基板表面に発生するため、大きな表面再

結合速度 S t 。pによってキヤリャ体積濃度は小さくなる。また、図 5 B に示す

ように、波長 9 8 0 n mの光を照射する場合、シリコン基板の光吸収係数は

小さいため光はシリコン基板の奥深 くまで侵入 し、キヤリャはシリコンノ レ

ク中で発生する。このため、拡散によりキヤリャは表面に達するまでの時間

の間生き延びることになり、キヤリャ体積濃度は大きくなり、実効キヤリャ

ライフタイムも大きくなる。

[0071 ] このように本実施形態の測定装置及び測定方法によれば、半導体基体のバ

ルクキヤリャライフタイム及び表面再結合速度の両方を、一方を仮定するこ

となく測定することができる。

[0072] 3 - 2 . 第 2 の実施例

本実施例では、試料として、熱酸化膜を施 した 7 0 0 m厚のシ リコ ン基



板を用いた。このシリコン基板に対して、シリコン原子を7 0 k e V にてィ

オン注入 （注入量 ：1 X 1 0 1 4 c m - 2 ) を施した。本試料について、イオン

注入前とイオン注入後の実効キヤリャラ イ フ タ イ ム て e f f を波長 6 3 5 n m及

び波長 9 8 0 n mの光照射にて測定した。そして、測定結果を有限要素法に

より解析して、表面再結合速度S t 。p、S r e a r と、バリレクキヤリャライフタ

ィ厶の深さ分布てb ( X ) を求めた。ノくルクキヤリャライフタイムについては

、基板の厚さを複数層に分割して、それぞれの層についてて bを求めた。測定

結果と解析結果を表 1 に示す。

[0073] [表1]

[0074] 表 1 において、第 1層は、表面からの深さX が0 ~ 4 9 0 mの層であり

、第 2 層は、表面からの深さX が4 9 0 ~ 7 0 0 mの層である。

[0075] イオン注入前の試料では、波長 6 3 5 n mの光照射の場合と波長 9 8 0 η

の光照射の場合ともに大きなて e f f が得られた。この測定値を解析した結果

、S t 。p、S r e a rの値が 1 9 0 c m/ s であり、て bの値が基板の厚さ方向全

体で 1 m s であるときに測定値と良く一致した。

[0076] これに対して、イオン注入後の試料では、て e f f が大きく低下し、特に波長

9 8 0 n mの光照射時のて e f f が小さかった。これはシリコ ン表面側の奥深く

に渡ってて bが低下していることを示している。この測定値を解析した結果、

て bは表面から4 9 0 mにも渡って Ί 0 s に低下していることが分かった

。イオン注入によってシリコン原子が注入される深さは高々0 . 1 m程度

であるから、本測定によって、イオンが注入される深さよりも遥かに深い部

分にまで、高エネルギーイオンによるキヤリャ再結合欠陥形成が及んでいる

ことが明らかになった。

[0077] 3 - 3 . 第3 の実施例



本実施例では、試料 と して、 1 0 0 n m厚の熱酸化膜 を施 した 5 0 0 m

厚の n 型シ リコン基板 を用いた。 このシ リコン基板 に対 して、出力 5 0 w の

アル ゴンプラズマを 1 分間照射 した。本試料について、 プラズマ処理前 とプ

ラズマ処理後の実効キヤ リャラ イ フ タ イ ム て e f f を波長 6 3 5 n m及び波長 9

8 0 n mの光照射にて測定 した。そ して、測定結果を有限要素法により解析

して、表面再結合速度 S t o p、 S r e a r と、ノくル クキヤ リャラ イ フ タ イ ム て bを

求めた。測定結果 と解析結果を表 2 に示す。

[0078] [ 表2]

[0079] プラズマ処理前の試料では、波長 6 3 5 n mの光照射の場合 と波長 9 8 0

n mの光照射の場合 ともに大 きな て e f f が得 られた。 こ の 測定値 を解析 した結

果、 S t 。p、 S r e a r の値が 8 c m / s であ り、 て bの値が基板の厚 さ方向全体

で 1 0 0 m s であるときに測定値 と良 く一致 した。

[0080] これに対 して、 プラズマ処理後の試料では、 て e f f は大 きく低下 し、特 に波

長 6 3 5 n mの光照射時の て e f f が小さかった。 これはシ リコン表面側 に欠陥

が局在 していることを示 している。 この測定値 を解析 した結果、 て b とS r e a r

の値はプラズマ処理前 と変化せず、表面の再結合速度 S t 。pのみが 8 0 0 0 c

m / s と大 きくなつていることが分かった。本測定によって、 プラズマアル

ゴン処理 によりシ リコン表面にキヤ リャ再結合欠陥が形成 されることが明 ら

かになつた。

[0081 ] 4 . 変形例

なお、本発明は、上述の実施の形態に限定されるものではな く、種 々の変

更が可能である。本発明は、実施の形態で説明 した構成 と実質的に同一の構

成 （例えば、機能、方法及び結果が同一の構成、あるいは目的及び効果が同

一の構成）を含む。 また、本発明は、実施の形態で説明 した構成の本質的で



ない部分を置き換えた構成を含む。また、本発明は、実施の形態で説明 した

構成と同一の作用効果を奏する構成又は同一の目的を達成することができる

構成を含む。また、本発明は、実施の形態で説明 した構成に公知技術を付加

した構成を含む。

[0082] 例えば、図 1 の測定装置 1 は、半導体基体 S を図 1 中X 軸方向に移動させ

るX 軸移動ステージと、半導体基体 S を図 1 中Y 軸方向に移動させるY 軸移

動ステージとを備えていてもよい。このように構成すると、半導体基体 S に

おけるX Y 平面上の任意の位置について測定を行うことが可能となる。また

、光源 2 0 、 2 2 からの光をパルス変調 し、マイクロ波強度をロックイン検

出するように測定装置 1 を構成 してもよい。また、測定装置 1 は、光誘起キ

ャリャを発生させるための互いに波長の異なる光を照射する光源を2 つ以上

備えていてもよい。

符号の説明
[0083] 測定装置、 1 0 マイクロ波発生部、 2 0 光源、 2 2 光源、 2 4

反射板、 2 6 光ファイバ、 3 0 検出部、 4 0 導波管、 4 2 間隙、 5

0 演算部



請求の範囲

[ 請求項 1] 半導体基体 に発生 した光誘起キヤ リャの実効 キヤ リャライフタイム

を測定する光誘起キヤ リャライフタイム測定装置 において、

前記半導体基体 に対 して、光誘起キヤ リャを発生させるための波長

の異なる少な くとも 2 種類の光 を照射する光照射部 と、

前記半導体基体 に照射するマイクロ波 を発生するマイク口波発生部

と、

前記半導体基体 を透過 したマイクロ波の強度 を検 出する検 出部 と、

前記検 出部で検 出されたマイク口波強度 に基づ き実効 キヤ リャライ

フタイムを算出する演算部 とを含み、

前記演算部が、

前記少な くとも 2 種類の光 を照射 した ときに検 出されたマイクロ波

強度 に基づいて、前記少な くとも 2 種類の光の波長毎の実効 キヤ リャ

ライフタイムを算出 し、算出 した前記波長毎の実効 キヤ リャライフタ

ィ厶に基づ き前記半導体基体のバル クキヤ リャライフタイム と表面再

結合速度 とを算出する、光誘起キヤ リャライフタイム測定装置。

[ 請求項2] 請求項 1 において、

前記演算部が、

バル クキヤ リャライフタイム及び表面再結合速度 をパ ラメータと し

て求め られる前記波長毎の実効 キヤ リャライフタイムの計算値 と、検

出されたマイク口波強度 に基づ き算出 した前記波長毎の実効 キヤ リャ

ライフタイムの測定値 とを、前記パ ラメータの値 を変化 させなが ら比

較 し、前記波長毎の実効 キヤ リャライフタイ厶の計算値が前記波長毎

の実効 キヤ リャライフタイムの測定値 に最 も合致するときの前記バル

クキヤ リャライフタイム及び表面再結合速度の値 を求める、光誘起キ

ャ リャライフタイム測定装置。

[ 請求項3] 請求項 1 において、

前記演算部が、



バル クキヤ リャライフタイムの深 さ分布及び表面再結合速度 をパ ラ

メータと して求め られる前記波長毎の実効 キヤ リャライフタイムの計

算値 と、検 出されたマイク口波強度 に基づ き算出 した前記波長毎の実

効 キヤ リャライフタイムの測定値 とを、前記パ ラメ一夕の値 を変化 さ

せなが ら比較 し、前記波長毎の実効 キヤ リャライフタイムの計算値が

前記波長毎の実効 キ ヤ リャラ イ フ タ イ ム の測定値 に最 も合致するとき

の前記バル クキヤ リャライフタイムの深 さ分布及び表面再結合速度の

値 を求める、光誘起キヤ リャライフタイム測定装置。

[ 請求項 4] 請求項 2 又は 3 において、

前記演算部が、

半導体基体の表面 にパ ッシベ ー シ ヨン膜が形成 された参照試料 に対

して周期的なパ ル ス光 を照射 した ときに検 出されたマイクロ波強度 に

基づ き求めた前記参照試料の実効 キヤ リャライフタイム と、前記参照

試料 に対 して連続光 を照射 した ときに検 出されたマイクロ波強度 に基

づ き求めた前記参照試料のキヤ リャ面密度 とに基づいて、 キヤ リャ発

生率 を求め、被測定試料である半導体基体 に対 して連続光 を照射 した

ときに検 出されたマイクロ波強度 に基づ き求めた前記被測定試料のキ

ャ リャ面密度 と、前記キヤ リャ発生率 とに基づいて、前記実効 キヤ リ

ャライフタイムの測定値 を算出する、光誘起キヤ リャライフタイム測

定装置。

[ 請求項 5] 請求項 1 乃至 4 のいずれかにおいて、

前記少な くとも 2 種類の異なる光は、前記半導体基体 に対する吸収

係数の異なる 2 種類の光である、光誘起キヤ リャライフタイム測定装

置。

[ 請求項 6] 請求項 5 において、

前記少な くとも 2 種類の異なる光は、前記半導体基体 に対する吸収

係数が少な くとも 2 倍以上異なる 2 種類の光である、光誘起キヤ リャ

ライフタイム測定装置。



[ 請求項 7 ] 半導体基体 に発生 した光誘起 キ ヤ リャの実効 キ ヤ リャラ イ フ タ イ ム

を測定する光誘起キヤ リャライフタイム測定方法 において、

前記半導体基体 に対 して、光誘起キヤ リャを発生させるための波長

の異なる少な くとも 2 種類の光 を照射するとともに、前記半導体基体

にマイクロ波 を照射 し、

前記半導体基体 を透過 したマイク口波の強度 を検 出 し、

前記少な くとも 2 種類の光 を照射 した ときに検 出されたマイクロ波

強度 に基づいて、前記少な くとも 2 種類の光の波長毎の実効 キヤ リャ

ライフタイムを算出 し、算出 した前記波長毎の実効 キヤ リャライフタ

ィ厶に基づ き前記半導体基体のバル クキヤ リャライフタイム と表面再

結合速度 とを算出する、光誘起 キ ヤ リャラ イ フ タ イ ム測定方法。

[ 請求項8] 請求項 7 において、

バル クキヤ リャライフタイム及び表面再結合速度 をパ ラメータと し

て求め られる前記波長毎の実効 キ ヤ リャラ イ フ タ イ ム の計算値 と、検

出されたマイク口波強度 に基づ き算出 した前記波長毎の実効 キヤ リャ

ライフタイムの測定値 とを、前記パ ラメータの値 を変化 させなが ら比

較 し、前記波長毎の実効 キヤ リャライフタイ厶の計算値が前記波長毎

の実効 キヤ リャライフタイムの測定値 に最 も合致するときの前記バル

クキヤ リャライフタイム及び表面再結合速度の値 を求める、光誘起キ

ャ リャライフタイム測定方法。

[ 請求項 9] 請求項 7 において、

バル クキヤ リャライフタイムの深 さ分布及び表面再結合速度 をパ ラ

メータと して求め られる前記波長毎の実効 キヤ リャライフタイムの計

算値 と、検 出されたマイク口波強度 に基づ き算出 した前記波長毎の実

効 キヤ リャライフタイムの測定値 とを、前記パ ラメ一夕の値 を変化 さ

せなが ら比較 し、前記波長毎の実効 キ ヤ リャラ イ フ タ イ ム の計算値が

前記波長毎の実効 キ ヤ リャラ イ フ タ イ ム の測定値 に最 も合致するとき

の前記バル クキヤ リャライフタイムの深 さ分布及び表面再結合速度の



値 を求める、光誘起キヤ リャライフタイム測定方法。

請求項 8 又 は 9 において、

半導体基体の表面 にパ ッシベ ー シ ヨン膜が形成 された参照試料 に対

して周期的なパ ル ス光 を照射 した ときに検 出されたマイクロ波強度 に

基づ き求めた前記参照試料の実効 キヤ リャライフタイム と、前記参照

試料 に対 して連続光 を照射 した ときに検 出されたマイクロ波強度 に基

づ き求めた前記参照試料のキヤ リャ面密度 とに基づいて、 キヤ リャ発

生率 を求め、被測定試料である半導体基体 に対 して連続光 を照射 した

ときに検 出されたマイクロ波強度 に基づ き求めた前記被測定試料のキ

ャ リャ面密度 と、前記キヤ リャ発生率 とに基づいて、前記実効 キヤ リ

ャライフタイムの測定値 を算出する、光誘起キヤ リャライフタイム測

定方法。

請求項 7 乃至 1 0 のいずれかにおいて、

前記少な くとも 2 種類の異なる光は、前記半導体基体 に対する吸収

係数の異なる 2 種類の光である、光誘起キヤ リャライフタイム測定方

法。

請求項 1 1 において、

前記少な くとも 2 種類の異なる光は、前記半導体基体 に対する吸収

係数が少な くとも 2 倍以上異なる 2 種類の光である、光誘起キヤ リャ

ライフタイム測定方法。
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